


















































2020 年 2 月 17 日掲載承認
テレビ放送産業の現況と歴史的変遷
Current Situation and Historical Transition of the TV Broadcasting Industry in 
Japan
社会イノベーション研究　第 15 巻第 2 号（027-036）2020 年 3 月
	 株式会社テレビ朝日	 成城大学社会イノベーション学部教授






















































（2014 年 7月 1日）
BS20 社	 2,007 億円























































2019 年 11 月 22 日最終アクセス












































124 度・128 度 CS 放送，東経 110 度 CS 放送お
よび CATV，BS 放送，地上波放送と行われた。
実際，新規参入は有料放送市場から行われ，1992
年スカイパーフェク TV による CS 放送が開始さ
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認可 第 20 条第 2項第 9号
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貢献した。もう一つは 1970 年代からの ENG











































テレビ放送産業では，1996 年に CS 放送からデ
ジタル化が開始した。民放連（2001）の記す通り，
そもそも CS 放送は 1989 年の通信衛星打上に端
を発する。当初通信利用だったが，放送利用が可
能となったことで 1992 年に CS アナログ放送 が
開始した（1998 年終了）。1996 年に東経 128 度
CS デジタル放送のパーフェク TV ！が開始した
が，東経 124 度 CS 利用予定の放送前の J スカイ
B を統合し，1998 年に東経 124・128 度 CS デジ
タル放送スカイパーフェク TV ！（現在のスカ
パー！プレミアムサービス）がスタートした。ディ
レク TV は東経 128 度 CS で 1997 年に放送を開
始するが 2000 年に事実上スカイパーフェク
TV ！と統合され廃局となった。2002 年東経 110
度 CS デジタル放送が開始された 18）。
BS 放送 19）は 1989 年に NHK がアナログ放送
を開始し，その後，日本初の民間衛星放送局
WOWOW が 1991 年に開局，2000 年には視聴世

































いる。また，画質が現状の 2K より精細な 4K・


























































1959 年 4 月にかけた皇太子ご成婚行事の報道展
開も手伝い，高度経済成長の波に乗りテレビの普
及が進んだ。また，ネットワーク競争が TBS と
NTV の間で激化し，1959 年 TBS は初のネット
ワーク協定・5 社連盟（その後の JNN 協定）を
結成し，報道取材，主要番組の共同制作，営業活
動の協力がうたわれた。これが現在の系列の礎で


















































であり東経 110 度に打ち上げられた。CS 放送は，当初
特定の受信者（主に企業や事業者。事業者とは主に














































































15）1982 年カメラに VTR を直接取り付けるシステム，
1988 年には VTR 完全一体化カメラが登場し，カメラマ
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